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  福井県の事業所の動向 ～ 事 業 所 ・ 企 業 統 計 調 査 よ り ～  
 

平 成 18 年 事 業 所 ・企 業 統 計 調 査 の福 井 県 の確 報 が 1 1 月 16 日 に公 表 さ れ まし た 。こ の統

計 は“事 業 所 の 国 勢 調 査 ” とも呼 ば れ 、 すべ て の 事 業 所 を 対 象 と し て調 査 し てい ます 。 それ に よる

と 福 井 県 の 平 成 18 年 10 月 1 日 現 在 の事 業 所 数 は 48 , 7 1 3 事 業 所 、 従 業 者 数 は 404 , 3 3 8

人 と なり まし た 。  

 

＜事 業 所 数 ＞ 

国 ・ 地 方 公 共 団 体 の 事 業 所 を 除 く民 営 事 業 所 ( 注 1 ) は 、46 , 4 0 4 事 業 所 で 、 平 成 16 年 と比 べ

る と 4 04 事 業 所 （0 . 9％ ） の減 少 と な り ま した。  

 産 業 大 分 類 別 にみ る と 、構 成 比 で高 い 割 合 を占 めて いる「卸 売 ・小 売 業 」が 374 事 業 所 減 少

し 、 「サ ー ビス業 」が 224 事 業 所 の 増 加 と なり ま し た。  
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          図 1  産 業 大 分 類 別 事 業 所 数 の 増 減 率 （ 平 成 1 6 年 ～ 1 8 年 ）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼  新 設 率 が 2.1 ポ イ ン ト 上 昇                          

 図 2  新 設 率 ・ 廃 業 率                 異 動 状 況 をみ る と 、平 成 16 年 ～ 18

年 の新 設 事 業 所 数 ( 注 2 ) は 5 , 3 2 1 事 業

所 、 廃 業 事 業 所 数 ( 注 3 ) は 6 , 0 0 6 事 業

所 と な っ て お り 、 新 設 率 ( 注 4 ) は 4 . 9 ％ 、

廃 業 率 ( 注 5 ) は 5 . 5 ％となっ ています 。 
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 平 成 13 年 ～16 年 と 比 べ 、新 設 率 は

2 .1 ポ イ ン ト 上 昇 、 廃 業 率 は ほ ぼ 同 率 と

な っ て い ます 。  

 

北 陸 3 県 で 比 較 すると 、 新 設 率 お よ

び そ の 伸 び は 福 井 県 が 最 も 高 く な っ て い

ま す 。  

3 県 とも 新 設 率 の 上 昇 が廃 業 率 の上

昇 を 上 回 っ た た め 、 事 業 所 数 は 下 げ 止

ま っ て い ます 。  

 

《 裏 面 へ 続 く 》  
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＜従 業 者 数 ＞ 

従 業 者 数 は 364 , 2 1 3 人 で 、 平 成 16 年 と比 べる と 5 , 4 4 4 人 （1 . 5 ％） の増 加 と なり まし た 。産 業

大 分 類 別 に み る と 、 「 製 造 業 」 、 「 建 設 業 」 、 「 卸 売 ・ 小 売 業 」 は 減 少 す る 一 方 、 「 サ ー ビ ス 業 」 、

「医 療 、福 祉 」 で大 幅 に 増 加 し まし た 。  
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               図 3  産 業 大 分 類 別 従 業 者 数 の 増 減 率 （ 平 成 1 6 年 ～ 1 8 年 ）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼  「 労 働 者 派 遣 業 」 が 「 サ ー ビ ス 業 」 の 従 業 者 数 増 加 に 大 き く 寄 与  

  産 業 小 分 類 別 （従 業 者 数 が 千 人 以 上 の産 業 ）に 、 平 成 16 年 と 比 べ 従 業 者 数 が増 加 し たも

の を みる と、 「耕 種 農 業 」 が 860 人 （35 3 . 9 ％） の増 加 、「 労 働 者 派 遣 業 」 が 1 ,7 8 6 人 （ 126 . 6％ ）

の増 加 と なっ てい ます。 

「労 働 者 派 遣 業 」 の増 加 数 は「サ ー ビス業 」 の増 加 数 の 54 . 2 ％を 占 め 、従 業 者 の 増 加 に大 き

く 寄 与 してい ま す 。 また 上 位 10 産 業 の う ち、 3 産 業 が高 齢 者 介 護 事 業 に関 する ものと なっ て おり 、

「医 療 、福 祉 」 の 増 加 数 の 60 . 6％ を占 めてい ま す 。  

 

表 1  増 加 率 の 高 い 産 業 （ 従 業 者 数 が 千 人 以 上 の 産 業 ）  

平成18年
増加率(%) 増加数(人) 実数(人)

1 耕種農業 農業 353.9 860 1,103
2 労働者派遣業 サービス業 126.6 1,786 3,197
3 その他の老人福祉・介護事業 医療、福祉 96.9 926 1,882
4 警備業 サービス業 44.6 629 2,039
5 こん包業 運輸業 42.7 444 1,483
6 他に分類されないその他の事業サービス業 サービス業 32.3 975 3,996
7 介護老人保健施設 医療、福祉 30.6 369 1,573
8 自動車・同附属品製造業 製造業 24.5 483 2,453
9 特別養護老人ホーム 医療、福祉 23.2 521 2,762

10 一般産業用機械・装置製造業 製造業 22.9 221 1,187

産業小分類順位 平成16年～18年大分類
 

 

 

 

 

 

    

      （ 例 ） そ の 他 の 老 人 福 祉 ・ 介 護 事 業 … 通 所 ・ 短 期 入 所 介 護 施 設 、 認 知 症 老 人 グ ル ー プ ホ ー ム 等  

         他 に 分 類 さ れ な い そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業 … デ ィ ス プ レ イ 業 、 産 業 用 設 備 洗 浄 業 、 非 破 壊 検 査 業 等  

 

（ 注 1 ） 「 国 、 地 方 公 共 団 体 等 」 と し て 調 査 さ れ て い た 郵 便 局 、 国 立 大 学 、 国 立 病 院 等 は 、 経 営 組 織 が 変 更 さ れ た こ と  

に よ り 今 回 の 調 査 か ら 民 営 事 業 所 「 独 立 行 政 法 人 等 」 の 事 業 所 と し て 調 査 さ れ た 。 こ こ で は 平 成 1 6 年 の 民 営  

事 業 所 と 比 較 を 行 う た め 新 設 の 「 独 立 行 政 法 人 等 」 を 除 い て い る 。  

（ 注 2 ） 新 設 事 業 所 … 調 査 日 現 在 に 存 在 し た 事 業 所 の う ち 、 前 回 調 査 日 に は 存 在 し な か っ た 事 業 所 。  

前 回 調 査 の 調 査 日 の 翌 日 以 後 に 開 設 し た 事 業 所 の ほ か 、 他 の 場 所 か ら 移 転 し て き た も の を 含 む 。  

（ 注 3 ） 廃 業 事 業 所 … 前 回 調 査 日 に 存 在 し た 事 業 所 の う ち 、 調 査 日 に は 存 在 し な か っ た 事 業 所 を い う 。  

     前 回 調 査 の 調 査 日 の 翌 日 以 後 に 廃 業 し た 事 業 所 の ほ か 、 他 の 場 所 に 移 転 し た も の を 含 む 。  

（ 注 4 ） 新 設 率 … 前 回 調 査 の 民 営 事 業 所 数 に 対 す る 新 設 事 業 所 数 の 割 合 （ 年 率 ） 。  

（ 注 5 ） 廃 業 率 … 前 回 調 査 の 民 営 事 業 所 数 に 占 め る 廃 業 事 業 所 数 の 割 合 （ 年 率 ） 。  

事 業 所 ・ 企 業 統 計 調 査 の 結 果  h t t p : / / w w w . s t a t . g o . j p / d a t a / j i g y o u / 2 0 0 6 / i n d e x . h t m
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